
上智大学・外国語学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６２１

基盤研究(B)（一般）

2017～2013

コモン・グッドを追及する連帯経済―ラテンアメリカからの提言

The Solidarity Economy in Search of the Common Good : Perspectives from Latin 
America

００３３８４３５研究者番号：

幡谷　則子（Hataya, Noriko）

研究期間：

２５２８３０１０

平成 年 月 日現在３０   ６ １４

円    13,100,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、ラテンアメリカ諸国においてグローバル市場経済メカニズムにより生ま
れる矛盾に対して、市民社会が尊厳ある生活基盤を実現させるためにローカルなレベルで実戦してきた経済諸活
動の中から、「連帯経済」の範疇に含まれる事例について、その運動の特徴、背景を比較分析するとともに、連
帯経済を既存の開発論に位置付けた。７か国での事例の比較分析と理論化により、連帯経済が独自に、また市
場、国家との連携によって、これまで開発の主要な制度であった市場と国家が個別には果たせなかった「コモ
ン・グッド（共通善）」を実現する制度であることを検証し、市場、国家、「連帯経済」の三者による新しい発
展のパラダイムを提言した。

研究成果の概要（英文）： This research project focused on the activities and practices categorized 
as those of the “solidarity economy”, as defined in the local Latin American understanding, and 
analyzed their characteristics, the social movements which have led to them, and their political 
implications in comparison with conventional development policies. 
 Through a comparative analysis covering several cases in seven different countries, the study aimed
 to build a theory of how the institution of a solidarity economy, in itself and in coordination 
with the state and market, could function to realize the “common good”, which is understood to 
mean the benefit for most people in the country, which in turn establishes the social conditions 
from them to develop their lives with dignity.

研究分野：社会学、社会運動論
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１． 研究開始当初の背景 
（１）ラテンアメリカの連帯経済は近年社会
運動論の立場からも社会政策論の立場から
も注目されてきた。連帯経済は失業者による
企業回復運動、地域通貨運動、農村協同組
合・生産者組合・小規模信用組合運動、フェ
アトレードなどを含む。同地域における連帯
経済の実践の歴史は長く、社会的経済の議論
から派生した協同組合の運動や、権威主義体
制下における相互扶助の精神に立脚した貧
困層の生存戦略として実践されてきた
（Hirschman,Albert,Getting Ahead 
Collectively: Grassroots Experiences in 
Latin America, Pergamon, 1984）。 
 
（２）ラテンアメリカは 1980 年代以降 20 年
に及んだ経済危機を脱し、21 今世紀に入り経
済の安定を達成した。その一方で、新自由主
義に基づいた経済自由化とグローバル化が
進む中で、失業、社会的格差拡大など社会的
排除が深刻化し、市民社会の新たな抵抗と民
衆の社会運動の高揚を引き起こした。「連帯」
の思想のもとに、多様な社会組織を基盤とし
て、生存あるいは生活向上に向けての経済活
動が実践されてきた。例えばアルゼンチンで
始まった回復工場運動は労働者自主管理企
業運動として南米諸国に波及した。コロンビ
ア農村部の協同組合運動は、アグリビジネス
に対抗して環境保全と社会包摂的を目指す
生産者運動として新しい様相をみせてきた。 
 
（３）生存戦略としての活動は、経済動向に
より消滅と再生を繰り返す傾向がある。連帯
経済が強固で持続的な制度となるには、市場
競争を超える新しい価値を生み出し、さらに
国家と市場との協働を通じて連帯経済の価
値を国家と市場に埋め込む必要がある。近年
の「連帯経済」ないしは「社会的連帯的経済」
と呼ばれる研究は事例分析と理論化の往還
を続けている状態にある。他方、社会運動論
の分野では、今日の経済開発政策に対する弱
者が権利を要求する手段として、様々な形態
の抵抗の運動が出現してきた。しかし、「抵
抗の運動」を追究するだけではこれらの活動
の持続性は検証できず、経済自立化と生活基
盤の充実を裏付ける「ローカルな主体性に基
づく発展モデル」の構築が不可欠である。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究では、ラテンアメリカ諸国にお
いてグローバル市場経済メカニズムにより
生まれる矛盾に対して、市民社会が尊厳ある
生活基盤を実現させるためにローカルなレ
ベルで実践してきた経済諸活動の中から、
「連帯経済」の範疇に含まれる事例について、
その運動の特徴、背景を比較分析するととも
に、連帯経済を既存の開発論、開発政策に位
置づける。事例の比較分析、理論化によって、
連帯経済が独自に、また市場、国家との連携
によって、これまで開発の主要な制度であっ

た市場と国家が個別には果たせなかった「コ
モン・グッド（common good: 共通善）」を実
現する制度であることを検証し、市場、国家
に加えて「連帯経済」の三者からなる新しい
発展のパラダイムを提言することを目的と
する。「コモン・グッド」とは個人の益を超
える普遍的な共通の善であり、人間、環境、
地域社会のニーズが充たされたときに実現
されるものである。これまで企業は社会的事
業によって、国家は公共政策によって社会的
アカウンタビリティの向上を目指すことで
「コモン・グッド」の実現を図ったが、その
目標は達成されていない。連帯経済は自ら、
あるいは国家と市場との協働によって「コモ
ン・グッド」を追求する新しい発展パラダイ
ムの中心的な制度である。 
 
（２）研究目的を推進するために、以下の 3
課題を柱においた。 
①ラテンアメリカ域内の連帯経済に関する
理論的潮流の把握と欧州の所説との比較検
討をめざす。 
②本研究が対象とする7カ国における連帯経
済の実践を国別に把握し、発生要因、地域社
会へのインパクトと市場、国家との関係につ
いて比較分析を行い、連帯経済の実践が個々
の社会における「コモン・グッド」の向上に
どのように貢献しているかを検討する。 
③連帯経済が自ら、そして国家と市場との新
しい連携によって、「コモン・グッド」を実
現する発展パラダイムの理論化を行う。連帯
経済は新しいオルタナティブな発展パラダ
イムの基底をなす制度であり、ラテンアメリ
カの経験から想起された同パラダイムの他
地域への適用可能性を考察する。 
 
３．研究の方法 
（１）先行研究サーベイおよび文献渉猟： 
国内外でラテンアメリカ、欧州および日本の
事例も含めて先行研究と文献渉猟を行った。
各分担者は中心的に取り上げる国における
連帯経済に関する制度化や政策にまつわる
資料収集も合わせて行った。 
 
（２）連帯経済の理論研究者と実践活動家の
ヒヤリング： 
国内研究会は 5 年間で計 30 回開催したが、
そのうち 6回は、日本、欧州、ラテンアメリ
カにおける理論や実践研究に造詣の深い研
究者を講師として招き、知見を得た。また、
欧州の社会的連帯的経済論の第一人者であ
るジャン＝ルイ・ラヴィル（フランス国立工
芸院）、ブラジルの連帯経済研究とネットワ
ーキングを推進するルイズ・イナシオ・ガイ
ゲル（ヴァーレ・ド・リオ・ドス・シノス大
学人文科学センター）、メキシコの先住民運
動と連帯経済運動を長年牽引するホリヘ・ホ
セ・サンティアゴ（メキシコ先住民経済社会
開発市民協会理事長）、コロンビアで長年協
同組合運動と教育に従事してきたミゲル・フ



ァハルド（サンヒル大学連帯経済研究センタ
ー）を海外招聘し、研究会開催のほか、公開
講演会も行い、広く彼らの経験をめぐり、研
究者や運動家とともに議論を行った。 
 
（３）ラテンアメリカ 7か国における資料収
集とインタビュー調査： 
 各分担者は、対象とする国で海外調査を行
い、資料収集のほか、関連機関、専門家への
インタビュー、代表的事例の実態調査を実施
した。新木はエクアドル、宇佐見はアルゼン
チン、重冨はペルーとボリビア、幡谷はコロ
ンビア、山本はメキシコおよび北米の拠点に
赴き、現地調査を行った。小池と幡谷はフラ
ンス、ポルトガル、スペインにて、南欧諸国
の社会的連帯的経済の実践例およびネット
ワーキングについて調査を行った。 
 
（４）日本の事例調査： 
本研究の主たる対象地域はラテンアメリ
カであるが、日本における連帯経済（協同組
合運動、地産地消運動、コミュニティ・ビジ
ネスなど）の実践例からも知見を得た。ラテ
ンアメリカにおける経験との知的往還活動
によって連帯経済のめざすオルタナティブ
な発展のあり方を、より普遍的なものとして
理解するために有用であり、日本社会が今日
抱える問題を考えるための示唆ともなる。 
 
４．研究成果 
（１）最終報告書を、二部 8章から構成され
る『コモン・グッドを追求する連帯経済―ラ
テンアメリカからの提言』としてとりまとめ
た。2018 年 6月現在出版企画中である。第Ⅰ
部（2 章）はラテンアメリカにおける連帯経
済の概念と民衆社会運動に関する主要概念、
議論の潮流を考察した。ラテンアメリカの歴
史的社会経済的文脈で展開されてきた独自
の「連帯経済」の理論的潮流に焦点をあて、
ホセ・ルイス・コラッジオ（アルゼンチン）、
ルイス・ラセット（チリ）などの「労働が中
心となる経済」や「民衆経済」の概念を明ら
かにした。また、高地アンデス先住民の宇宙
観に立脚するブエンビビール（善き生）の概
念についても取り上げた。また、今日のラテ
ンアメリカにおける「連帯経済」概念が、民
衆の社会運動の動態とどのように関連して
きたかを明らかにしている。 
第Ⅱ部（6 章）では、ラテンアメリカにおけ
る実践を7か国について各分担者が執筆した。
メキシコでは、山本が、フェアトレードを中
心に、エクアドルについては新木が、アンデ
ス高地のサリナス・グループの事例を、重冨
はボリビアとペルーでは都市大衆層の家政
と自家生産による連帯の様式を取り上げた。
幡谷はコロンビアにおける協同組合と生産
＝消費者アソシエーションの事例分析を、ブ
ラジルについては小池が労働者協同組合を
分析した。宇佐見はアルゼンチンの社会保障
部門における連帯経済を考察した。 

 これらの事例分析からは、連帯経済が既存
の市場中心主義的な資本主義経済に対抗す
るオルタナティブをめざすものであること、
そして個人が属する社会的組織や地域社会
におけるニーズを充足しつつ、その社会的関
係性と自然との関係性すべてにおいて倫理
的価値に基づく生の営みを実現すること、す
なわちコモン・グッド（共通善）の追究であ
ると結論づけられた。 
 
（２）本研究の５年間の活動を通して、国内
外の連帯経済および協同組合活動に関する
研究者・実践家が構築するネットワークと交
流・連携することができた。ラテンアメリカ
を拠点とするネットワークとは、今後も分担
者が個別に交流を深めてゆくが、同時に、欧
州や日本を拠点としたネットワークとの関
係をどのように継続、発展させてゆくかが今
後の課題となる。 
 
（３）本研究の中間報告を、2016 年の日本ラ
テンアメリカ学会の定期大会において 
「パネルＤ ラテンアメリカにおける連帯
経済──制度化と課題──」として行った。 
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